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平成13年度税制改正による創設以来、日本企業の事業効率化や再生に多大な貢献を果
たしてきた組織再編成税制だが、その一方で、この数年は、組織再編成税制を巡り、

「租税回避行為」として税務執行当局から否認を受けるケースが出始めている。
　新聞報道等がされているものだけを見ても、否認所得金額が数百億円となる大型の税務訴訟
や、40グループもの同族グループ法人が一斉に否認されるケースが生じている。
　こうした中、企業や実務家の間で関心が高まっているのが、これらのケースで税務否認の根
拠となっている「組織再編成に係る行為又は計算の否認規定（法人税法132条の2）」だ。
　この法人税法132条の2が適用されるか否かを見極めるには、同条がどのような経緯や目的で設け
られたものであるか、また、同条をどのように解釈すればよいのかを知ることが、非常に重要となる。
　そこで本誌では、財務省主税局時代に組織再編成税制の創設を主導し、法人税法132条の2
をはじめとする同税制の主要な条文を自ら起案した朝長英樹税理士と、日本の4大法律事務所
の一角を占めるアンダーソン・毛利・友常法律事務所の税務部門のパートナーであり、国際的
に権威のある弁護士ランキング"Chambers 2012"において、ともに日本の税法部門の第1グルー
プにランクイン（日本人で4名）している藤田耕司弁護士・仲谷栄一郎弁護士の座談会を企画、
“132条の2の真実” に迫った。

座談会巻頭特集

座談会　組織再編成税制の立法担当者  ×  トップ法律事務所タックスロイヤー

組織再編成税制を巡る否認が相次ぐ中、
今明かされる「行為計算否認規定（法人税
法132条の2）の創設の経緯・目的と解釈」
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——本日は、現在、税務業界で最も関心の高
い話題と言ってもよい「組織再編成税制の行
為又は計算の否認規定（法人税法132条の
2）」について語って頂きます。
　まず最初に、組織再編成税制の創設経緯か
ら話を始めたいと思います。組織再編成税
制、そして、その後の連結納税制度と、これ
だけ大掛かりな制度の企画立案と条文作成は
大変な激務だったと聞いていますが、朝長先
生いかがでしょうか。
朝長　そうですね。組織再編成税制や連結納
税制度の創設は、全国から優秀な10名の国
税調査官を集めて平成11年7月に設けられ
た財務省主税局の「法人税制企画室」で行い
ました。連年にわたって大規模な難しい改正
を行うこととなったために、文字どおり “激
務” で、大変なご苦労をかけた部下の皆さん
には今でも「本当に申し訳なかった」と感じ
ています。
　ただ、あそこで頑張ったからこそ、組織再
編成税制や連結納税制度を理論的かつ体系的
に組み立てることが出来ましたし、あれから
10年以上経った今でも、いろいろな方に評
価とねぎらいの言葉をかけて頂くことがあり
ますので、当時は大変でしたが、やはり

「やって良かった」と思っています。
仲谷　朝長先生は、組織再編成税制の前に金
融取引税制の整備も担当されていますね。私
どもも金融取引への課税に関するご相談をよ
く企業から頂きますが、この金融取引税制の整
備が現在の実務の基盤になっています。
藤田　この時に作られた金融取引税制は、そ

れまでの企業会計の微修正にとどまるような
税制と異なり、税制の中で完結した処理体系
を作られたという点で画期的でした。法人税
は、法律自体が、企業会計処理の特則を定め
るという構造をとっていると言われている部
分があり、第一段階で会計士の先生方の判断
を仰がないと方針を決定できないことがしば
しばあるのですが、金融取引のように特殊な
分野になると、企業会計原則自体が詳細な基
準を示してくれないことがあります。そのよ
うな場合に、比較的ファジーな企業会計原則
に依存せず、税制度という法体系の中で処理
の基準を明確に示してくれる一連の制度は、
我々弁護士としても、歓迎するところです。
朝長　ありがとうございます。実は、法人税
制企画室が担当した三つの大きな税制改正

（編注：金融取引税制の抜本改正、組織再編
成税制の創設、連結納税制度の創設）のう
ち、私自身は、平成12年の金融取引税制の
抜本改正が一番大変だったという印象を持っ
ています。金融取引税制の抜本改正はボ
リュームも相当ありましたし、その後、組織
再編成税制の創設、連結納税制度の創設と続
く法人税の大規模な改正の出発点ともなる改

朝長英樹氏

パートⅠ　組織再編成税制の企画・立案まで

平成 12 年の金融取引税制の改正が近年の
法人税制改革の出発点に



   No.449  2012.4.303

正でしたからね。
　金融機関の方々からの50回以上にも及ぶ
ヒアリングを経て、企業会計との調整を何度
も行い、理屈を大事にしながら制度を精緻に
設計し、条文を詳しく書きましたので、本当
に大変でした。
　その結果が、平成12年の有価証券取引・
デリバティブ取引・ヘッジ処理・外国為替取
引等の取扱いの抜本改正となったわけです。
有価証券に関しては低価法を廃止し、売買目
的有価証券に時価評価を強制し、有価証券の
譲渡利益額・譲渡損失額の計算構造も抜本的
に変えました。

——「デリバティブ」や「ヘッジ」の規定
は、従来の法人税法の規定とはだいぶ色合い
が違うので、当時は改正にかかわる関係者の
方々への説明も大変だったのではないでしょ
うか？
朝長　当時は、自民党の党税調の了解を得ら
れるか否かで改正が実現するかどうかが決ま
るという状態でしたので、どのような案を
創ったとしても、党税調の先生方のご了解が
得られなければ徒労に終わってしまうわけで
す。このため、党税調の先生方にはしっかり
ご説明させて頂くとともに、よくご意見もお
聞きして、必要であれば修正をすることにな
るわけですが、デリバティブやヘッジなどは
特殊で複雑な取引ですから、ご説明自体が難
しかったですね。
　平成13年の組織再編成税制も、同じよう
な状態でした。
藤田　金融デリバティブの取引高は、まさに
平成13年頃から激増し、リーマンショック
後は多少減ったものの、今でも平成12年の
頃に比べれば、7〜8倍で推移しています。

もし、平成12年の金融取引税制の改正がな
ければ、日本企業にとっては国際的な取引を
行う上で大きな足かせになっただろうと思い
ます。実務的には、デリバティブ取引やヘッ
ジ処理に関してはいまでも国と納税者である
企業との間で争いがありますが、これは税制
の問題点ではなく、取引量が増えてきたこと
の結果であり、制度がうまく機能しているこ
との証左だと思います。使いにくくて利用者
の少ない制度では、税務紛争は起きません。
誰でもが使える制度で、取引が増えてくれ
ば、当然処理ミスも増えますし、紛争も増え
ることになるはずです。
仲谷　最近は為替の動きも大きいですから、
特にヘッジ処理に関しては、今後も同様の争
いが発生することになるでしょうね。

仲谷栄一郎氏

藤田耕司氏
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朝長　そうですね。ヘッジ処理については、
今後も企業から相談をお受けする機会が出て
くると思います。

平成 12 年における株主の取扱いの改正は
組織再編成税制への布石

——平成12年度改正では、金融取引税制以
外にも、みなし配当や合併に関する取扱いの
改正が行われています。これは翌年の組織再
編成税制とも関係があったのでしょうか？
朝長　そうです。平成12年の改正では、金
銭等の交付がない場合のみなし配当を廃止す
るとともに、合併においては、被合併法人の法
人株主の株式は「譲渡」をされたものとして取
り扱うこととしましたが、これらの改正は、組
織再編成における株主の取扱いに関する改正
でもあったわけで、翌年の組織再編成税制の
創設のための布石と言ってもよいものでした。
仲谷　被合併法人の株主における株式の処理
を「譲渡」としたことが、組織再編成におい
ては株主が株式を譲渡したことになるとい
う、組織再編成税制の基本的な考え方につな
がってゆくわけですね。
朝長　おっしゃるとおりです。この点に関し
ては、過去に当局内で議論が行われた形跡が
なく、戦前の資料にもほとんど何も参考にな
るものがありませんでした。僅かに、昭和
20年代の後半から30年代にかけて「譲渡」
としているものが数件あり、「雑収入」等と
しているものが若干あるという状態でした
が、その理由をきちんと述べたものはありま
せんでした。
　被合併法人の株主の株式の処理を「譲渡」
とするのか「譲渡以外のもの」とするのか
は、その後に予定していた組織再編成税制の
考え方の根幹にかかわるものでしたので、慎

重に検討を進めたところです。
　その結果、法人税においては「譲渡」とす
るべきであるとの結論に至ったわけですが、
所得税においては、今でも、所得税法上は

「譲渡」ではなく、租税特別措置法によって
「譲渡」とする、という構造になっています。

——それにしても、税制改正にあたっては、
「戦前」とか「昭和20年代」とか、そこまで
遡って調べるものなんですね。
朝長　法人税が創設されて以来の改正を行う
ということになれば、当然、創設以来の経緯
等を調べた上で、どう改正すべきかというこ
とを考える必要があります。
　もちろん、会社法・商法の取扱いやアメリ
カなどの諸外国の税制の取扱いも参考にはな
りますが、日本の法人税法の改正をしようと
いうのに、過去の改正経緯を含め、日本の法
人税法のことがよく分っていないというので
は、そもそも話になりません。

日本の企業の実態に合った税制をゼロから

——過去に参考になるものがない中で、組織
再編成税制はまさにゼロから創られたわけで
すね。
朝長　そうですね。特に組織再編成税制につ
いては、そのあるべき姿を考える上で、過去
に何も参考になるものがありませんでした。
合併、分割（現物出資）、増減資、みなし配
当の取扱いなどについては、大正時代の終わ
り頃と昭和30年前後の税制改正に際して若
干の検討が行われているに過ぎず、過去の蓄
積を生かすということが出来ない状況でした。
——海外の制度を参考にするということは考
えられなかったのでしょうか？
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朝長　アメリカやヨーロッパには既に我が国
で言うところの「組織再編成」に関する税制
が存在していましたので、もちろん、これら
の税制の内容は調べました。これらがどのよ
うな制度であったのかということは、講演録

（拙著『企業組織再編成に係る税制についての
講演録集』（日本租税研究協会）平成13年8月
10日。以下「講演録」といいます。）においても
述べていますのでご参照頂ければと思います。
　しかし、法人税制企画室としては、当初か
ら、我が国において組織再編成に係る税制を
創る際にはアメリカやヨーロッパの税制を真
似て創るわけにはいかず、その基本的な考え
方から異なる制度にせざるを得ない、と考え
ておりました。
　講演録においても述べておりますが、一言
で言うとすれば、ヨーロッパは「事業の継続
性」に着目した制度、アメリカは「株主の投
資の継続性」に着目した制度、そして、我が
国の場合には「グループ」に着目した制度、
ということになります。組織再編成について
課税を繰り延べるという点では同じですが、
税制の基本的な考え方と仕組みは大きく異
なっています。アメリカやヨーロッパの組織
再編成に関する税制度と我が国の組織再編成
税制とでは、基本的な考え方や仕組みのとこ
ろから既に違っているわけで、それは、法律

の条文を読めば直ぐに分かることです。
藤田　そもそも「法人」の捉え方からして日
本の法人税制とはだいぶ違いますしね。法人
を契約や権利義務のかたまりであって株主の
所有物と考えるアメリカや、国境を超えた法
人の移動や結合が当たり前のヨーロッパの法
人税制と、比較的ゆるい企業間の協働関係で
長期間続くグループを構成することの多い我
が国では、あるべき組織再編成税制の姿が異
なるのは不思議ではないと思います。。
朝長　そうですね。おっしゃるとおり、アメ
リカやヨーロッパと日本とでは、現実の「法
人」の状態も大きく異なりますし、経済環境
なども異なるところがありました。このため、
まさにゼロから創り上げるしかないわけで、
自ずと、我が国の法人の実態をよく見て実態

4 4

に合った税制を創る
4 4 4 4 4 4 4 4 4

という観点に立って改正
を行うことにしました。「アメリカやヨーロッ
パの真似をするのではなく、アジアの国々に
お手本にして頂けるようなものを創るべきだ」
と、志は大きく持って改正作業に臨みました。

——日本の組織再編成税制はアメリカの税制
の真似をしたもの、というようなことを言っ
ておられる研究者もいますが、実際にはそう
ではないということでしょうか。
朝長　創設の頃からそのようなご見解を述べ
られている方があり、周囲からは「『それは
違う』と言っておいた方がよいのではない
か」と言われたこともありましたが、特に実
害が生ずるようなこともないわけですから、

「いろいろな意見があってよいと思います
よ」と答えたことを記憶しています。
　日本の税法の話をするときには日本の税法
について深度のある理解をして行えばよいわ
けであって、そこの部分が抜けるということ
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であれば論外ですが、そうでなければ、他の
部分に関しては、むしろいろいろな意見が
あってよいと、今でもそう思っています。
藤田　組織再編成税制に限らず、各国の税制
には当然互いに似ているところもあれば異な
るところもあるわけですから、それを直視す
るべきですね。特に、アメリカの税制は世界
的に見ると相当に特殊な税制なのですから、
アメリカの税制に基づく議論を、世界標準で
あるかのようにしてそのまま日本に導入する
のが妥当とは思えません。我が国の税制を分
析するための資料として海外の税務判決にお
ける有名な裁判例が作った「ルール」を参照
するのは有益ですが、そこにこだわって、海
外ではこういう「ルール」があるから、我が
国でもそれを当てはめるべきだ、というよう
な議論をするのでは、我が国の税制の解釈論
としては適切ではないように思います。

税法が会社法・企業会計に先行

仲谷　組織再編成税制の創設のきっかけとし
ては、旧商法における会社分割制度の導入が
あったのだと思いますが、あの頃は、会社法
制においても企業会計においても、組織再編
成に関する統一的なルールが出来ていません
でしたね。
　そのような中で税制の整備を先行させると
いうのは、当時の「商法、法人税法、企業会
計」のトライアングル体制の中では画期的な
ことだったと思いますし、同時に大変なご苦
労があったと思いますが……。
朝長　確かに、法人税制だけがなぜ先行して
組織再編成に関する統一的な取扱いのルール
を創らなければならないのか、といったご指
摘は、何度か頂きました。「連結納税はやら

ざるを得ないが、組織再編成はどうなのか
……？」という趣旨のご意見も頂いた記憶が
あります。
　そのようなご懸念も故なしとしないと感じ
たところですが、当時の我が国の企業の状況
を見てみると、かなり閉塞感が漂っており、
合併したり、分割したりして事業を立て直
し、あるいは回復見込みのない事業を処分し
て再出発を図るなど、「組織再編成」を大胆
に行わないと将来が開けない、という印象を
強く持っておりました。そこで、何としても
法人税制において「組織再編成」の統一的で
合理的なルールを創り、我が国の企業に再び
大きく羽ばたいてもらえるようになってもら
いたい、と考えたわけです。

「グループ」が組織再編税制構築の
キーワードに

——過去に参考になるものも無い、そしてア
メリカやヨーロッパの制度に追随することも
できないという中で、現在の組織再編成税制
のアイデアはどのあたりから出てきたので
しょうか？
朝長　志は大きく持ってはいたものの、実際
にどのような考え方・理論に基づき、どのよ
うな体系と仕組みの制度を創ればよいのかと
いうのは、簡単には答えの出ない難問でした。
　当時の税制は、合併に関する取扱いだけで
も30項目に及ぶ問題点があるという状態で
したし、現物出資、事後設立（変態現物出
資）や資本積立金額・利益積立金額にもかな
りの問題点がありました。法令も人間が創る
ものですから、間違いや適当でないものがあ
るのは仕方のないことですが、このような状
態を放置してよいわけではなく、いつかは誰
かが是正せざるを得ないわけです。
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　また、旧商法において新たに会社分割制度
が導入されましたので、会社分割に関しても
どのような問題点が出てくるのかということ
を考えておかなければなりませんでした。加
えて、株式交換や株式移転の税制に関して
も、将来、組織再編成税制の中に取り込むと
きのことを考えておく必要がありました。
　要するに、我が国の企業のニーズに合い、
同時に旧税制の多くの問題点を全て解決し、
かつ、将来においても問題が出ない制度を創
る必要があったわけですが、そのような制度
を創り上げるきっかけとなったのは、「グ
ループ」という概念でした。
仲谷　確かに条文の構造から見ても、組織再
編成税制はまず「100％グループ内の組織再
編成」と「50％超グループ内の組織再編成」
があり、それらのいずれにも該当しないとい
うことであれば、「共同事業を営むための組
織再編成」に該当するのか否かを判定する、
という構造になっていますね。
　もっとも、現在、租税回避ではないかと問
題になっている案件は、税制適格要件が緩や
かな100％グループ内の組織再編成の方が多
いように見受けられます。こうした現状も想
定されたからこそ、行為計算否認規定である
法人税法132条の2を入れられたというこ
とだと思いますが、いかがでしょうか。
朝長　そうですね。我が国の組織再編成税制
は「グループ内の組織再編成は適格組織再編
成とする」という考え方を基本としているわ
けですが、そのような制度を創るに当たって
は、当然、グループ内ではさまざまな予期し
ないことも行われることがある、ということ
を考えておかなければなりません。
　行為計算否認規定のお話は後でじっくりさ
せて頂くとして、「グループ」に話を戻す

と、確か平成12年6月の最後の週の水曜日
だったと記憶していますが、ある一人の部下
が受取配当益金不算入制度の取扱いに関して

「グループの場合にはどうすればいいんです
か？」という質問をしてきました。その質問
内容自体は組織再編成税制とは直接の関係は
ないものでしたが、この「グループ」という
言葉を良いタイミングで耳にしたことで、頭
の中で混沌としていた諸々のものが「グルー
プ」という言葉をキーワードにして全て体系
的に組み上がることに気付きました。

ルールが明確でなければプレーヤーは増えない

——制度案の一番重要なポイントはどの辺り
ですか？
朝長　組織再編成が行われた場合、法人税法
上はこれを原則

4 4

として「非適格組織再編成」
とする一方、「グループ」に着目することに
より、グループ内の組織再編成を特例

4 4

として
「適格組織再編成」としたところですね。
　経済界の方々とは、法人税制企画室の開設
の頃に、「税金を “取る” とか “取られる” と
いったことで税制を作るのではなく、『一緒
に良いものを作る』ということでやっていき
ましょう」という話はしていたのですが、合
併等について原則として課税とすること（原
則を非適格合併等として、移転する資産・負
債の譲渡利益額・譲渡損失額を計上させるこ
と）に対する警戒感から、経済界の方々は当
初この案に強く反対されていました。
　しかし、原則（非適格）と特例（適格）の
関係と仕組みなどを詳しく説明させて頂いた
ところ、非常に高く評価してもらい、組織再
編成税制の実現の目処がついた次第です。
——合併の件数は、平成13年の組織再編成
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税制の創設を境に大きく増加しているようで
す。組織再編成税制の創設によって、企業側
に合併税制の合理的なルールが明確に示され
たことが大きかったのでしょうね。
朝長　そう思います。組織再編成税制が企業
の復活と成長等に大きく貢献したというお話
を経済界の方々から時々お聞きしますが、
13年改正時には、組織再編成税制を創った
ことによる税金の増減収額はゼロと予想され
ていました。つまり、組織再編成税制は増収
措置でも減収措置でもなく、あくまで法人税
制の仕組み

4 4 4

を時代の求めるものにした、とい
う改正でした。
　それが企業の復活と成長等につながり、税
収も増加したということは、増税や減税と
いったことに勝るとも劣らず、税制の仕組み

4 4 4

を時代が求めるもの、合理的なものに改正す
ることの重要性を示しています。
　また、組織再編成税制は、前年の金融取引
の取扱いの抜本改正と同様、制度を精緻に作
り、条文を詳細に書いたものとなっています。
　例えば、ゲームでも同じことが言えるわけ
ですが、ルールを明確化しなければプレー
ヤーを増やすことはできません。

「通達行政」からの脱却

仲谷　アメリカの税法などは非常に細かい取
扱いまで法令にしっかり書かれていますが、
日本では、建前だけは「租税法律主義」と言
いながら、実際には法律や政省令を見ただけ
では解釈等がはっきりせず、税務当局による
いわゆる「通達行政」がまかり通ってきたと
いうのは、多くの実務家が感じているところ
だと思います。特に平成12年の制度改正以
前のデリバティブやヘッジに関する取扱いな

どはその最たるものでしたね。
　その意味では、金融取引税制の改正や組織
再編成税制の創設はその転換点になったと思
います。
藤田　「通達行政」と言われますが、実際に
は、公開された通達集にさえ載っていない内
部の取扱い

4 4 4

なども結構ありました。
朝長　平成12年度改正前は、30数年間も法
人税制の仕組みに関する本格的な改正が行わ
れてこなかったために、各所に無理な解釈を
せざるを得ない部分が存在していました。
おっしゃるとおり、当時は通達にもない取扱

4 4

い
4

が少なからず存在しており、現場で税務調
査に携わっていた頃は、常々「いつまでもこ
のようなことをやっていてはいけない」と感
じていました。法律や政省令を見ただけでは
申告も税務調査も出来ないという状態は、ど
う考えても正常とは思えませんでした。立法
に課題がある場合には立法で解決するべきで
あって、それを解釈で解決しようとするか
ら、無理が生じてしまうわけです。それも、
12年度改正以降、法令を詳しく書くことと
した大きな理由の一つです。
　近年は、少なくとも法人税に関しては、税
務執行当局が「通達行政」を行っているとい
う批判を受けることはほとんど無くなってい
ると思います。
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租税回避への懸念

仲谷　「通達行政」からの脱却は歓迎すべき
ことですが、その一方で、アメリカがそうで
あるように、税法を詳しく書けば書くほど租
税回避がやり易くなって、税務当局がその防
止策を書けば、またそれを抜ける者が現れて
きて、さらにその抜け道を防ぐ措置を講ずる
というように、“イタチごっこ” になるのも
事実ですよね。
藤田　もちろん、それは悪いことだけではな
く、法律学や立法技術はそうやって発展して
きたという面もありますが、租税回避がやり
易くなるというのは間違いないですね。
朝長　その点は、組織再編成税制を創設する
際にも承知しておりましたので、組織再編成
税制を創ることによって租税回避を助長する
という事態に陥ることだけは絶対に避けなけ
ればならない、と考えていました。
　立法を経験された諸先輩の方々も、特にこ
の点を心配しておられました。税制を精緻に
企画立案し、条文を詳細に書くということに
なると、それを濫用したり潜脱するものを否
認することができる規定も必ず設けないとい
けない、ということになるわけです。
　132条の2を創ることにした背景にはこの
ような事情がありましたので、この規定に関
しては、当初から経済界の方々にもその必要
性を述べ、「決して飾りではなく実際に使う
ものだ」と説明させて頂いておりました。
　また、132条の2を創るに当たっては、当然、
既存の132条1項に関してもいろいろと調べ

たり検討したりしたわけですが、やはり課題
が少なからずあるという状態でしたので、同
項を前提としてそれに一部付け加えるという
ような改正は適当ではないと考えられました。
　このため、租税回避を防止するという大き
な目的は同じですから「法人税の負担を不当
に減少させる」という文言は共通としつつ
も、既存の132条1項とは別の条文として新
たに132条の2を設けることにしたわけです。
仲谷　132条の2は「制度の濫用」的な発想
の条文だと思いますが、日本では外国税額控
除事件の最高裁判決が出るまでは、「制度の
濫用」を租税回避と捉える考え方は少なかっ
たように思います。
朝長　そうですね。132条の2を創る際に
も、「濫用」を租税回避に含めて捉えること
を考えてよい、と思っていました。「濫用」
は、本来は「乱用」と同義と考えてもよいは
ずであり、税制においては、権利や恩典の

「濫用」ということだけでなく、制度や仕組
みの「濫用」を許さない、という観点があっ
てよいはずです。
藤田　日本では、租税回避というと、アメリ

課税繰延べを許す精緻な制度を作った上で制度の濫用に対処す
る条文を設けるというのは、国際的に見ても妥当な立法――藤田
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慎重に企画立案・審査が行われた132条の2

——組織再編成税制のボリュームを考えると、
制度の細部を固めたり条文を書く作業はある
程度手分けせざるを得なかったのではないか
と思いますが、132条の2に関しては、こうした
作業はどのように行われたのでしょうか？
朝長　組織再編成税制における各個別制度に
関しては、担当者を決めて、組織再編成税制
の基本的な考え方と制度案を踏まえて担当者
案を作成してもらい、その担当者案を私がみ
ることにしていたのですが、適格の定義や判
定基準、移転する資産・負債の取扱い、資本
積立金額や利益積立金額の取扱い、組織再編
成に係る行為又は計算の否認などの基幹部分
に関しては、最初から私自身がやることとし
ました。
　このようにして作成した法案は、平成12
年11月末から内閣法制局で審査をして頂い
たわけですが、新設の条文も非常に多く、複
雑かつ大量であったにも関わらず、当時の内
閣法制局の参事官は優秀な方で、手際よく的
確に審査を進めて頂きました。
藤田　同族会社の行為計算を否認する法人税
法132条は、一般に “伝家の宝刀” などと呼
ばれており、その言葉どおり、基本的には使

われないことが前提になっていると理解して
いますが、132条の2を巡っては内閣法制局
とどのようなやり取りをされたのですか？　
朝長　内閣法制局の審査においては、組織再
編成に係る行為又は計算の否認の規定である
132条の2に関して、それを創設する理由や
どのようなケースに適用されるのかといった
ことを詳しく尋ねられました。
　このように国に大きな権限を与えて納税者
の権利を制限するおそれのある規定を創ると
いうことになると、当然、審査も慎重に行わ
れることになります。
仲谷　132条の2は「使う」という前提で創
設するという説明をされて、そのような前提
で内閣法制局の審査が行われた、ということ
ですね。
朝長　そうです。132 条の 2 を “伝家の宝
刀” にして現在のような組織再編成税制を創
るという選択肢は、有り得ません。現在のよ
うな組織再編成税制を創るためには、租税回
避を防止するための使える刀

4 4 4 4

を用意すること
も、当然必要となるわけです。
　132条の2は、組織再編成に係る租税回避
の包括否認規定という性格のものですが、昭
和30年代の後半に、一般的な租税回避の包
括否認規定を導入しようという動きがあり、

カの税法の考え方を直輸入して論じる人が多
く、制度の「濫用」を租税回避と捉えること
はあまりなかったように思いますが、課税繰

延べを許す精緻な制度を作った上で制度の濫
用に対処する条文を設けるというのは、国際
的に見ても妥当な立法ではないかと思います。

現在のような組織再編成税制を創るためには、租税回避を
防止するための使える刀

4 4 4 4

を用意することも、当然必要――朝長

パートⅡ　法人税法132条の2の解釈
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これがとん挫した経緯がありますので、この
時の事情をよく確認しておく必要があると考
えまして、当時の資料の確認は当然のことな
がら、実際に担当されていた先輩の方々に詳
しい事情をお伺いして回りました。立法資料
として文字に残されたことよりも、文字に残
されていないことの方が大事だということが
時々あるわけですが、この一般的な租税回避
の包括否認規定の件に関しても、非常に参考
となるお話をお聞きすることができました。
このお話をお聞きして、132条の2に関して
は同じ轍を踏むことはない、と自信を持った
ことを記憶しています。

アメリカの制度とは共通点もあるが基本的に
は “別のもの”

仲谷　日本の組織再編成税制はアメリカや
ヨーロッパのものとは異なる考え方や仕組み
にしたということでしたが、租税回避防止に
関して、アメリカの租税回避防止の取扱いに
基づいていろいろな見解を述べている研究者
や実務家もおられます。特に132条の2に
ついては、まだ裁判例などが出ていないとい
うこともあって、そういう傾向が強いように
思われます。
　しかし、日本の132条の2の規定をアメ
リカの租税回避防止の規定と同じように考え
てよいか、疑問があるように思います。
朝長　日本の税法の研究者の中にはアメリカ
の税法や判例を研究している方がたくさんい
らっしゃいますので、組織再編成税制やその
中の132条の2に関しても、アメリカの話

が多くなる傾向があることはやむを得ないと
思います。
　アメリカの組織再編成に関する税制はかな
り進んだ部分もある一方で、講演録にも書か
せて頂いたように、“場当たり的” に創った
感は否定できず、パッチワークと言わざるを
得ないところが多分にあります。日本の組織
再編成税制のように、体系的な制度として構
築されているわけではありません。アメリカ
の税制にも、日本の132条の2と同じよう
な位置付けの租税回避防止規定が存在してい
ますが、「必要になった時に、必要なものを
創った」という印象は免れません。

——アメリカにも租税回避防止規定自体はあ
るのですね。　
朝長　はい、あります。ただ、132 条の 2
は、アメリカの租税回避防止規定を真似て
作ったわけではありませんし、組織再編成税
制そのものもアメリカのものとは基本的な考
え方や仕組みが違っていますので、率直に申
し上げると、「日本の132条の2の解釈を述
べるべきところでアメリカの話を持ち出され
ても……」と感ずることはありますね。
仲谷　おっしゃるとおり、外国、特にアメリ
カの判例や学説が日本でも直ちに適用される
かのような議論も見受けられ、文脈にかかわ
り な く、 グ レ ゴ リ ー 判 決 や "business 
purpose doctrine"が一人歩きしているよう
に感じられることがあります。
　特にアメリカでは、判例により特殊な事案
を前提として形作られた準則がその後の制定

日本の132条の2の規定をアメリカの租税回避防止の規定
と同じように考えてよいか、疑問がある――仲谷
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法に抽象的な言葉使いで入れられたり、原則
に対する例外の例外があたかも原則であるか
のように書かれていたりすることがあり、条
文が論理的・体系的でないと感じることが
多々あります。それをそのまま日本に持って
くるわけにはゆかず、日本の税法はあくまで
も日本の状況の下で解釈しなければならない
のではないかと思います。
藤田　日本の研究者や実務家を少し弁護させ
て頂くと、法令の分析や解釈というのは、実
際の事件に当てはめて条文の解釈の是非を論
じるというのが主なやり方です。実際の事件
や裁判例がなく、法令の条文だけがある場面
で条文の解釈論を展開するのは、非常に難し
いという面があります。立法を内部で担当さ
れた朝長先生とは異なり、普通の研究者や実
務家にとっては、これまでの間、立法時に示
された仮想事例しかないという状態でしたか
ら、独自の分析や解釈ができず、勢い、外国
の類似制度についての議論を輸入せざるを得
ないということだったのだと思います。
　今後、132条の2の適用事例が増えてくれ
ば、研究も進むと思います。

——ありがとうございます。続いて、132条1
項と132条の2の関係や132条の2の内容に関
するお話をお聞きしてまいりたいと思います。

（以下、次号）
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